
試算見直し「財政見通し大幅好転」? 

 

  2 月 19 日に大阪市の松井一郎市長が「市の財政試算は厳しすぎる」とし、やり直し

を命じたことをレポートした。21 日の市議会本会議に「粗い試算」が提出されたが、

写真のように赤字額は大幅に減り、財政見通しは「好転」したように見える。松井市長

の狙い通りの財政見直しとなった。財政秩序や財政健全化の観点から、こんなことが許

されていいのか。大阪日日新聞の木下功記者が詳しく伝えているので、とりあえず紹介

しておく。住民投票が確実視される中で、やりたい放題の大阪市の財政運営だ。 

大阪市の松井一郎市長は 21日の市議会本会議に、公表が遅れていた 10年間の財政収

支の見通し「粗い試算」を提出した。松井市長の指示で前提条件を変更しており、これ

までの条件で試算した場合と比べ、累積の収支不足が 335億円減少するなど大幅に好転

している。他団体の試算条件を参考にするなど「実態に近づけた」（松井市長）対応だ

が、経済情勢や地方交付税の状況など不確定要素は多い。粗い試算は「大阪都構想」の

特別区の財政シミュレーションにも使用されており、市議会で議論になりそうだ。 

前提条件の変更で、歳入面では地方交付税などの増額が 184億円、歳出面では公債費

の減額が 151 億円あり、大幅に収支が改善。2022 年度には通常収支不足がいったん解

消するが、期間半ばに不足が生じる見込み。その後再び解消するが、期間終盤では高齢

化の進展や、大規模事業の財源として発行する起債償還などで不足が拡大すると見通し

ている。 

 市はこれまで、過去の借金を返済する公債費を増大させて財政を悪化させた経験から、

全会計ベースでは 16 年連続で市債残高を前年度比で減少させるなど、財政規律の引き

締めに力を入れてきた。 

今後は、大阪・関西万博の開催やカジノを含む統合型リゾート施設（IR）の誘致に伴

うインフラ整備など大規模投資が増えるとともに、老朽化した公共施設の維持管理費も

増加が見込まれる。 

また、内閣府が 17日に発表した 19 年 10月〜12 月期の国内総生産(GDP)速報値は、

マイナス成長を示しているほか、新型コロナウィルスによる肺炎(COVID19)の影響も避

けられず、このタイミングでの財政運営の方針転換は財務リスクを拡大している。 

                             (2020年 2月 25日) 


